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国土開発政策 の展開に関する研究

實 清 隆*

OntheComprehensiveNationalDevelopmentPlansofJapan

KiyotakaJITSU

要 旨

戦後、 日本の本格的 な国土開発政策 は国土総合 開発 法(1950年)か ら始 まり、1998年9月 現在、既

に、全国総合開発計画(一 全総)よ り第 四次全 国総合 開発計画まで取 り組 まれ、1998年3月 には第五

次全国総合開発計画の素案 も提起 された。 当論文 では、 これ らの国土開発政策を総括 した うえ、現在

も開発政策上取 り組んで いる課題 を検討 し、提言 を加 えたい。

KEYWORDS;国 土開発政策 国土総合開発法 全国総合開発計画 新全国総合開発計

画 第三次全国総合開発計画 第四次全国総合開発計画 第五次全国総合開発計画 地域開発

新産業都市 テクノポリス 遷都論 苫小牧東部開発 トマムリゾート開発

1戦 後の開発政策の総括

(1)国 土総合開発法(国 総法)

国総法は1950年 、戦後の食糧難の解消、産業の復興等を目標に施行 され、全 日本 レベルの開

発としては最初のものである。開発の手法 としては米国のTVAの 多目的開発を参考に してい

る。国総法はダム開発を基軸とした資源開発法であり、そこには、1)電 源確保による産業の

振興、2)水 資源確保による田畑への用水確保 ・農地造成等を通 じての食料増産、3)ダ ム建

設に伴う観光開発、4)ダ ムによる治山 ・治水効果、5)ダ ム開発事業 自体の雇用効果等の多

目的効果を狙っていた。 この法により、北上川、最上川、木曽川等の主要河川の流域など23カ

所が指定 され、電源開発を中心とした地域づ くりがなされた。またこの過程で、国有の電力産

業が9電 力に分割民営化され、開発の果実が電力独占資本に吸い込まれる結果を生んだ。

(2)全 国総合開発計画(一 全総)

朝鮮動乱に基づく米軍か らの特需により、日本経済は不死鳥の如 く立ち直 り、以後、経済の
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高度成長を遂げることになる。その復興は、地域的に見て消費市場に近 く工業資源の輸入に優

位性があり、且っ、既存の道路 ・鉄道 ・港湾等のインフラが比較的充実 している 「太平洋ベル

ト地帯」に産業の集積が偏在することになった。その結果、同地帯 と他地域との地域格差が拡

大 した。この格差是正と各産業の合理化 ・近代化を目途 とした地域開発政策、第一次全国総合

開発政策(一 全総)が1962年 に施行された。そのセールスポイ ントは 「新産業都市」及び 「工

業整備特定地域」の建設効果による格差是正策であった。即ち、工業集積の低い地域にインフ

ラを整備 し、そこに産業を誘致 し雇用機会を増加 させ、所得の増大を狙お うというものである。

その具体的な手法としては臨海部に港湾を整備 し、その背後にまず、鉄鋼 ・石油部門の工場

を誘致(資 源立地 ・コンビナー ト型)し 、更に、それらの関連の工場の誘導(マ ルティプライ

アー効果)を 図 り、工業の集積を高めようというものである。この構想のヒントは1960年 に発

表された正力松太郎の富山 ・高岡100万 都市建設構想からでている。 この構想は富山湾臨海部

の中央にある放生津潟 と呼ばれるラグーンを掘 り込み、港湾をっ くり、その背後に工業用地を

整備 し、そこへ一大臨海 ・鉄鋼石油 コンビナー トを建設 した。 このコンビナー トを軸に、富山

100万県民が一日行動圏で結ばれるようにしようと考えた。 この臨海 コンビナー ト建設のアイ

ディアが 「新産業都市」建設構想の基本スキームとして採用された(図1)。

1962年 に新産業都市建設促進法が施行され、全国か ら150余の立候補地のうち、道央、八戸

など15ヵ所の新産業都市が指定 された。1962年 には、既存の工業地帯の周辺部にも工場の分散

の受け皿として、鹿島、東駿河湾など6ヵ 所の工業整備特定地域が指定された。

この産業政策を推進するために1961年 に農業基本法を施行 し、機i械化、圃場整備事業の推進

などを行い日本の農業の近代化をはかり、余剰農業労働力を産業の推進に充てようとした。又、

1965年 には文部省も七三教育(高 校生の人数割合を実業科7,普 通科3の 産業科優先)を 奨励

するなど教育政策の面でも支援 した。

結局、この政策では一定の成果はみ られたものの、大気汚染、水質汚濁等の公害を生み、環

境破壊が進行 した。

(3)新 全国総合開発(二 全総)
一全総を受け、1969年 二全総が施行された。その構想は高度設備投資 ・高度経済成長(昭 和

40年か ら同60年 の20年間にGNPを4～5倍 にする)を 背景 とし、更なる産業の振興を目途と

した開発政策である。この方策を推進するため、新幹線 ・高速道路等の高速交通ネットワーク

の建設がその基軸になっている。この政策の具体案を1972年 に田中角栄首相が 「日本列島改造

論」のなかで展開 している。それによると日本全体をこれらの高速交通網によって一日行動圏

にしてしまうプランが盛 り込まれている。また、鹿島工業地帯、苫小牧東部など超大型鉄鋼 ・

化学 コンビナー トを建設するプランも盛 り込まれた。

この開発の結果、石油化学、火力発電系統のコンビナー トにっいては、1973年末のオイルショッ

ク前までに、早々と進出し、ほぼ目標通 り進出した。 しか し、雇用力の大きい鉄鋼関連コンビ

ナー トは殆ど張 り付かず、70年 代の半ば迄は目標の40%程 度であった。然 し、この石油関連の

コンビナー トは同時に、大気汚染の公害をばらまく結果 となった。 オイルシ ョックの結果、

1974年以降の経済成長力は鈍 り、1970年 代以降の新産業都市の進捗状況は惨憺たるものになっ

た(表1)。

(4)第 三次全国総合開発計画(三 全総)

1977年 に、経済の高度成長の波に乗 った新幹線 ・高速道路の建設が全面に出るこれまでの全
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富山 ・高岡新産業都市計画図(1963年)富 山県図1

総 とは異なり、教育 ・文化 ・医療 ・生活環境 といった分野にも力点がおかれた 「定住構想」を

柱にした計画になった。 この定住構想は経済成長、産業発展の偏重に留意 し、自然、生活、生

産の各環境のバランスのとれた居住環境をっくる目標を掲げている。即ち、都市、農山漁村を
一体 として計画地域に盛 り込み

、全国を200か ら300の定住圏で構成する。 この定住圏を地域開

発の基礎的圏域 としている。また、流域圏、通勤通学圏、広域生活圏なども生活の基礎的圏域

と考え設定 した。

70年代に入 り、情報化が急速に進行 し、そのため、通産省 は振興すべき産業の重点を石油 ・

鉄鋼コンビナー トの重厚長大型の産業か ら、情報、技術に重点を置く先端産業へと方向転換を
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はかった。 ここに先端産業を軸にした産業開発 と

その配置とを探 った。 ここに、テクノポ リス構想

が実現することになる。 このテクノポ リスのアイ

ディアは米国の産業政策にあった。特に、ボス ト

ン郊外のルー ト128やサ ンフランシスコ郊外 のシ

リコンバ レー等のハイテク地域開発の状況が参照

された。即ち、1960年 代、米国は新興工業国の台

頭 とドル高や日独の工業発展、更には、軽工業部

門における新興工業国 との競争力の低下から産業

の空洞化が深刻になり、ハイテク産業へと活路を

見いだした。 シリコンバレーではスタンフォー ド

大学からの技術協力、国防省か らの800万 ドルも

の財政援助があり、半導体産業やコンピューター

関連の企業群が立地 し、18万 人 もの雇用力が確保

されたが、 この高い実績が評価されたようである。

通産省はこの米国での経験を参考 にして、 「ハ

イテク産業」、「大学 ・研究機関」、「住宅(都 市づ

くり)」をセットにした地域開発、即 ち、 テクノ

ポ リス建設構想を打ち出した。1980年 には 「80年

代の通産 ビジョン」 としてテクノポリスを前面に

出し、1983年 にはテクノポ リス法を成立 させ、翌

表1工 業出荷額から見た新産業都市建設

目標達成状況(著 者集計)

1965-75年 1981-85年

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

本

山

山

台

予

海

央

潟

分

磐

戸

松

富

岡

仙

東

中

道

新

大

常

八

不知火

徳島

秋田

日向

62.72%

57」00

56.45

5.52

51.52

40.77

39.87

38.08

36.29

35.84

32.70

32.70

28.22

25.54

25.09

松本

東予

常磐

不知火

台

海

山

山

島

戸

向

分

田

潟

央

仙

中

富

岡

徳

八

日

大

秋

新

道

79.66%

60.86

59.07

38.49

37.00

31.33

29.54

27.25

26.85

26.00

::!

15.22

8.95

0.02

-0 .03

平 均40.95 30.63

行政投資39.01 71.72

1984年3月 にはテクノポ リス地域(9ヵ 所)を 指定 している(図2)。

また、情報化に伴 う東京への情報発信機能及び中枢管理機能の集中が著 しい。これにより、

東京の一極集中が加速 され、均衡ある国土開発が阻害 される危惧が生 じてきた。その対策とし

て、政府は 「遷都」についても重要課題 として位置づけた。

(5)第 四次全国総合開発(四 全総)

四全総は1986年 に施行された。流れは三全総を踏まえたもので、東京一極集中を排 し、多極

分散型に真剣に取 り組む姿勢を見せた。「遷都」についても、国民的議論を踏 まえて引き続 き

議論がなされた。

この東京一極集中は1970年 代の後半、 リーディング産業が工業 に代わり、情報化時代を迎え

て、金融 ・情報 ・サービス関連の産業が重みをましてきた。その結果、東京が首都機能、情報

発信機能を有す る事 もあり、いよいよ、東京が突出してきた。人口移動、県民一人あたりの所

得、手形交換高、銀行貸出残高等があり、70年 代までの日本二眼レフ論が瓦解 して、東京一極

集中になってしまった(図3)。

更に、均衡ある発展 と交流ネットワークづくりとして複数の国土軸の設定が検討されだした。

国土軸論争 もこの全総から始まった。さらに、 この交流ネットワークづ くりを推進する手段と

して、 コミューター航空路の充実が盛 り込まれた。

また、バ ブル経済が加速させた深刻な 「地価高騰問題」やウルグアイラウンド受 け入れに伴

う 「米を含む輸入農産物問題」の解決 も重要課題 として位置づけられたが、その問題の所在や

行財政の手当は曖昧なまま終始 した。
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(6)第 五次全国総合開発(五 全総)

1998年 国土審議会の計画部会 は2010年 を目標年次とする五全総の素案を発表 した。 この全総

の主たる狙いは一極 ・一軸(東 京一極、太平洋ベル ト0軸)を 是正 して、4っ の国土軸を設定

し、東京の過密を抑える共 に、バランスのある開発をめざすとしている。即ち、一番強力な西

日本国土軸(=「 太平洋ベル ト国土軸」)の 他に、北東国土軸、太平洋国土軸、 日本海国土軸

を設定 している。そのため、1万4000kmの 高規格幹線道路網、6000～8000kmの 地域高規格道路

網の構想を試策 している。 また、 この軸を実現するために、9っ もの長大架橋が計画されてい

る(図4.図5)。 しか し、 この1=大 な公共投資は、その大半が人口 ・産業のポテンシャルの

極めて低い所であり、その効果が投資の額 には見合わない無用の長物であり、財政の破綻が必

定視される。本四架橋 ・岡山ルートです ら、目標の半分以下の交通量でランニングコス トも赤

字で、投資費用の目途が立たな くなった現実を見ると、苫東、むっ小河原開発の二の舞になる
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のは避iけられない。

こんな、超大なプゴジェクトよりは、 リーズナブルな地方の都市軸を設定 し、その軸を繋ぎ

合わせる方式が良い。 リーズナブルな都市軸 として、例えを北陸都市軸をとる。同軸は福井県

武生市から富山県黒部市まで、Jr'

R北 陸本 線 、 及 び そ れ と平 行 して

北 陸 自動 車 道 が 走 り、 そ の ライ ン

に中 小 の15市 が連 な り、 そ の距 離

150km。 当都 市 軸 の居 住 者 数 は300

万 人 。 この 軸 上 の 交通 イ ンフ ラの ヤ

整 備 、 公 共 交 通 サ ー ビスへ の テ コ

入 れ を行 え ば 、 ほん の1～2時 間

で 端 か ら端 まで ア ク セ スが で き、

大 都 市 並 の デ ィマ ン ドが 発 生 しう

る可 能 性 を秘 めて い る。 世 界 レベ

ル の美 術 、 音 楽 、 研 究 等 の施 設 が

充 分 活 用 で き る。 つ ま り、 この線

状 の 都 市 軸 を 「ダ イ ナ ポ リ ス

(DynaPolis)」 と して 捉 え れ ば

よ い。 そ の ラ ンニ ング コ ス トの補

助 費 も数 億 円 の レベ ルで と め る事

が 出来 る(表2)。

表2NondistributionalFaciIities(北 陸 地 域)

富 山 石 川, 福 井

日 本 海 域 研 究 所 0

日 本 海 経 済 研 究 所 0

北 陸 地 域 開 発 セ ン タ ー O 0 O

北 陸 情 報 セ ン タ ー 0 0 0

北 陸 公 害 研 究 所 0

北 陸 工 業 試 験 場 0 O O

東 洋 医 学 研 究 セ ン タ ー 0 0 O

海 洋 リゾ ー ト開 発 セ ンタ ー O

環 境 放 射 能 研 究 所 O

北 陸 国 際 空 港 0 0 O

(備 考)1.◎ セ ンタ ー所 在 地

○ サ ブ セ ンタ ー所 在 地

2.NondistributionalFacilitiesは そ の 一 部 を 例 示

した にす ぎ な い。
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図58つ の長大架橋(国 土庁)

どの国土軸も全日本 レベルの整備が必要だとして、必要度の極めて低い高速道路、超長大な

架橋をっけるのは、その建設費、維持費を考えると数十兆を超える無駄な事業 と断ぜざるを得

ない。 この5全 総の推進方式として地域住民 ・企業などが参加する地域づくりと行政単位を越

えた地域連帯をもとめているが、それな らば尚、地域住民が最 も欲す る場にあった開発をめざ

すべきである。

また、主都機能移転については特段記述されていないものの、審議の行方を注目しているし、

阪神 ・淡路大震災の教訓からも東京か らの首都移転が真剣に議論 されだしている。

II地 域 開発をめ ぐる課題(1)地 域格差 の是正

戦後の地域開発の最 も主要な柱 は地域格差の是正である。戦後の地域開発政策のなかでも、

とりわけ、一全総の新産業都市 ・工業整備特定地域の指定、三全総の定住構想 ・テクノポ リス

の指定、四全総の東京一極集中是正策 ・遷都論、五全総の国土軸の提起等が具体的な所得格差

是正の施策 として力点がおかれた。 ここに、 これの策の有効性を具体的に検証する。
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1)新 産業都市

新産業都市の場合、低開発地域に港湾工業用地等の造成やインフラの整備をする事により、

産業、とりわけ、 コンビナー ト型の産業を誘致することを起爆剤として、当該地域での雇用力 ・

所得の向上を狙 ったものであった。

その効果を工業出荷額の目標達成率で見てみる。全般的には1960年 代 はそれほど実績を上げ

たわけではないが、15の 指定地区のうち、松本、富山高岡、岡山県南、仙台、東予の5地 区が

目標の50%以 上を達成 している。それに対 し、八戸、秋田日向、不知火などの東北、九州方面

の地域での達成率は目標の3分 の1に も達せず、芳 しくない。 これが、1980年 代に入 ると、オ

イルショック以後の産業の停滞、コンビナー ト型の重厚長大産業の衰退 も加わり、工業出荷額

の達成率の低下は極あて著 しい。60年 代に比 し、全体に10ポ イント低下 したが、 とりわけ、道

央、秋田、八戸、新潟、大分、日向など、北海道、東北、九州地区が低い。特に、道央は企業

の流出 ・倒産等で目標達成率がマイナスになって しまった。更に、新産業都市建設関連事業へ

の行政投資実績を見ると、1980年 代は60年代に比べ、行政投資実績の割に工業出荷額の伸びが

低 く、その効果が上がっていない。っまり、むだな行政投資が目立 ってきたと考えられる(表

i)o

その効果をもう少 し詳 しく見るため、事例として、富山高岡地区の場合を見たい。富山高岡

地域は1964年 に指定された。その開発の目玉は、富山湾のほぼ中央に面 している新湊市にあっ

た放生津潟ラグーンを掘り込み、新港を作り、その背後にコンビナー トを造成 しようとするも

のであった。当初の目標は、工業用地面積 は985hαであったが、指定後すぐ、420haに 目標変更

している。従業員数 は3.7万人を目論んだ。実際の工業用地の売却状況 は、北陸電力の火力発

電、住友 アル ミなどが早々と進出 し、オイルショック前 には、工業造成地の60%程 度は売却さ

れた。 この背景には、富山県側の熱心な企業誘致運動、たとえば、用地造成費の原価を割 り込

んでも(富 山県の試算では坪あたり14,850～17,160円 の原価割れ)企 業に買わせよ うとす る等

の措置も看過できない。
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その結果、コンビナー トのある新湊市の財政力指数は類似団体 と比較 して、1965年 には62%

で、全国平均以下の財政力であったが、1973年 には100%、1974年 には140%、1980年 は、115

%、1985年112%(新 湊市財政より著者集計)と 、一定の財政的効果認められる(図6)。

だが、その犠牲も大きい。(1)掘 込み港を造成するために、港口を広げるため、 ラグーン

の北の海側を走っていた射水線を切断 し、その間をフェ リーで繋がざるを得なくなり、生活上

の不便をきた した(図1)。(2)火 力発電所の煤煙のために、死者を含む多数の喘息患者がで

た(火 力発電所周辺の草島地区での喘息が悪名高い)。住友アル ミの精錬か らのフッ素による

稲、柿など農作物への被害など環境面でのマイナス面がでた。(3)造 成 した工業用地は、

1974年 のオイルショック以後その売れ行きが落ち、造成に要 した 「未償還金」 が150億 円を越

え、 この利息等が県財政を圧迫 した。たまりかねて、県は1984年 か ら、原価割れしている企業

への用地代を更に25%バ ーゲンする措置を取ってで も、造成地の売却に努めざるを得なかった。

(4)新 産業都市造成の最大目標たる雇用の創設にっいて言えば、土地売却以上 に悲惨で、3

万7000人 の雇用増の目標に対 して、実際は4500人 程度(1974年4519人 、1983年4286人 、1984年

6286人 、1986年4697人)し か過 ぎず、当初の目標の10%台 にしかならなかった。

この富山高岡新産業都市はその実績からして、15地 区のうち、1960年 代では2位 、1980年 代で

は7位 と標準以上であった事から推 して、他の新産業都市ではいかに効果が低かったかが分か

る。

2)テ クノポリス

1970年 代の後半か らの急速な情報化の進行は、産業面でも大きな変化を要求 した。それまで

の産業振興策の柱を石油 ・鉄鋼 といった重厚長大の産業から情報 ・高度技術か らみの先端(ハ

イテク)産 業に転換された。政府はこの先端産業を地方の産業振興の柱 にすえたテクノポリス

の設置を企てた。1983年4月27日 高度技術工業集積地域開発促進法(テ クノポリス法)成 立以

後、1984年3月 に新潟県、富山県、熊本県など9県 、同年12月 までに1道5県 、60年 に4県 、

61年2県 、昭和62年 以降同63年 までに6地 域追加、計26地 域が指定 されている。 このテクノポ

リスの していの最大のメリットは情報時代に強い産業の基盤づくりであった(図7)。

1984年 にいち早 く指定されたテクノポリス富山地域を例に見 る。同地域の目玉は 「八尾の中

核工業団地」の造成である。工業用地売却率が平成元年で64%、 従業員が目標の16.6%と はか
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ばかしくはない(図8)。 この様に、他のテクノポリスでの雇用効果 もそれほどでない。

しかし、 この富山テクノポリスの創設を契機として 「富山技術開発財団」をっ くり、ハイテ

ク産業のベンチャービジネスの育成、富山大学 ・富山医科薬科大学と県内企業 との共同技術開

発、県内企業の情報技術教育 ・研究の推進など情報時代に強い企業の体質改善に一定の効果は

認められる。

3)税 財政による効果

地域格差を端的に表現する一人あたりの県民所得を見ると、東京を頂点 として最下位の沖縄

まで、その格差は2倍 程度はある。政府はこの格差を税財政の措置によって縮小化を試みてい

る。即ち、財政負担率と財源環流率に格差をっけることにより、県民所得格差の是正をはかろ

うとした。

財政負担率=(地 方交付税+地 方譲与税+国 庫支出金)÷(国 税負担額)

財源環流率=(国 税負担額+地 方税負担額)÷(県 民分配所得)

以上のように定義付け、 ここに、東京都 と鹿児島県(沖 縄県が最下位であるが、日本への復帰

という特殊な事情 もあり、2番 目に低い鹿児島県を採用)を 例にとる。指標は1985年をとった。

税負担率;東 京35.1%、 鹿児島10.0%

財源環流率;東 京3.0%、 鹿児島201.5%

東京 と鹿児島の所得格差=100:50.8で あるが、上記のような措置により、

東 京=100.0-100.0×0.351+35.1×0.030=66.0

鹿児島=50.8-50.8×0.100+5.1×2.015=55.9

となり、倍近い格差が一挙に10ポ イント差まで縮まる。東京を100と す ると鹿児島は84.7に も

なり、 この税財政措置の効果が大 きい様にも見える(図9)。

然 し、 この措置はあくまで税財政上のことで、住民には直接恩恵があるわけではない。財政

の環流 といっても、様々な事業の施行を通 して間接的に還元されるに過ぎない。その事業に直

接アクセスできるのは大手のゼネコン系統の企業で、地元の企業はその下請、再下請、再々下

請が殆 どである。例えば、新潟県では中小企業の競争力を高めるため、中小企業の経営共同体
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(JV)を 結成 して対処 しているが、その落札率は全体の13%に すぎない(日 経98年7月20日

付記事)。 これは結局、実質的には効果があったとは評価できない。たとえば、 旧 ソ連 のよ う

に、辺地に赴任する役人は手当を2倍 に優遇するといったように、直接所得を分配するもので

ないと効果は期待できない。

4)遷 都論にむけて

遷都論は1975年 国会議員により、新首都問題懇談会が発足 し、これをうけて、1977年 の三全

総に重要課題の一っとして位置づけられた。平成2年 、衆 ・参両院に 「国会等の移転」 に関す

る決議iがなされ、平成4年12月 に国会等の移転に関する法律公布 ・施行 された。平成8年12月

「国会等移転審議会」発足 した。移転の意義 は1)東 京一極集中 ・過密の弊害 をさける2)

国政改革の一環3)災 害時の危機管理 といった理由をあげている。平成10年1月 現在は16

の候補地の絞 り込みを終え、第二段階に入っている。果たして遷都 したことによって、東京の

過密がどの程度解消するかの議論 は残る(図10)。

ただ欧米 と違い、 日本 は官庁の産業への監督 ・指導 ・規制 ・許認可権 ・財政上の中央集権制

が強い。それだけに、 これらの機能が移るとなると、産業 ・中枢管理機能の東京への集中度は

落ちる可能性は強いかもしれない。

また、 この新首都の管理 ・計画の主体 はどうするのか。キャンベラは伝統的には首都開発機

構(NationlCapitalDevelopmentCommission)(国)が 行 ってきたが、1993年 か ら、首都

圏計画局(AustralianCapitalTerritoryPlanningAuthority)(市)も 加わ っている。 時に

は国家財政が厳 しくて学校 ・病院等市民生活に直結するものが閉 じられようとした時にス トッ

プがかけられた。その意味では、国の機関が軸になっているとはいえ、市民の要求も反映させ

られる機構は必要であろう。
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II地 域 開発をめ ぐる課 題(2)開 発の挫折

地域開発政策でも当初のもくろみとは裏腹 に、1=大 な公的資金を積んだ割にはその効果は無

く、税金の無駄使いと言われている開発が少な くない。その典型的な例を二っ分析する。一っ

は、二全総での石油 ・鉄鋼 コンビナー ト計画の一っである苫小牧東部開発。二っ目は、1980年

代の後半 リゾー トブームにのった超豪華な レジャー開発の挫折の例として、 トマムリゾー ト開

発をとりあげた。

1)苫 小牧東部開発(苫 東開発)

1969年 北海道議会の承認のもと、国家 プロジェクトとして二全総の超大型エネルーギー基地 ・

石油鉄鋼 コンビナー トとして決定 された。1972年 には第三セクターとして、苫小牧東部開発
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(株)と してスター ト。出資額は国38%、 北海道庁10%、 苫小牧市2%、 民間%と なっている。

1978年 に用地分譲開始。分譲開始当初は78年北海道電力(火 電)、79年 北海道石油共同備蓄、

81年 苫小牧東部石油備蓄、 いすず自動車、83年 苫東コールセンターと進出したが、以後は全 く

ふるわず、86年 西田鉄鋼が続 くが、それ以後は、年に2～3件 の小規模企業の進出が見 られる

に過 ぎなかった。

1998年現在、当初からすでに、3611.5億 円も港湾整備、道路建設、用地買収 ・造成等 にっぎ

込んでいる(表3)。 その進捗状況は10,720hqの 計画面積のうち、用地の売却は820hα、8%に

しか過 ぎない。更に、売却 した70企業のうち、実際に操業 しているのは僅か33企業のみである。

出荷額についても目標3.3兆 円にたいして、僅か900億 円、2.8%に とまり、雇用力 も目標の5

万人に2058人 、4%と 桁外れに目標を下回 るものである。 そのうえ、 負債総額 は2205.6億 円

(1998年3月31日)に ものぼる(北 海道庁企業立地促進室)(表4)。

このような惨たる状況にもかかわらず、五全総では、現在の苫東開発(株)を 精算 し、北東

公庫、道、民間か ら220億ずっ出資 させた新会社を設立させ、利子負担の無い形で尚、企業誘

致をめざす方向で検討されている。

今後の方向にっいて、1998年5月 に北海道新聞社で苫東開発の今後の方向にっいての有識者

表3苫 東開発関連投資額(平 成9年 度末)北 海道開発局

(単位:百 万円)

区 分 事業主体 全 体 計 画
H9年 度まで
の投資額

(内道負担額)

港 湾
国

管理組合
苫東KK

東港区水域施設等
169,127

(13,611)

道

路

国 道 国 国道235号 切替
8,146

(1,996)

道 道 道
静川美沢線
上厚真苫小牧線等

6,134
(2,757)

市 道 苫小牧市
東部二条通
東部西通等

1,190
Co)

河 川 道
厚真川
安平川

4,434
(1,990)

公 園 緑 地 道
石備林
保安林

1,101
(10)

工 業 用 水 道企業局
22,376

(15,471)

用 地

苫東KK
民間

用地買収
用地造成等

112,084
Co)

道 用地買収等
35,523

(13)

環境監視センター 道
1,031

(317)

合 計
361,145
36,165)

注)*1 国道 は、開発局 によれ ば事業区間 が地域 内に限 られていない こ

とか ら、正確 な算 出は困難
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表4苫 小牧東部開発 に関す るバ ランスシー ト(北 海道庁)

貸 借 対 照 表
平成10年3月30日 現在

資 産 の 部 負 債 の 部

百万円 百万円

流 動 資 産 219,288 流 動 負 債 66,542

現 金 及 び 預 金 968 工 事 等 未 払 金 1

売 掛 金 50 短 期 借 入 金 1,532

未 成 不 動 産 217,894 一年以内返済長期借入金 60,978

前 払 費 用 9 未 払 金 134

未 収 入 金 321 未 払 住 民 税 2

その他流動資産 44 未 払 費 用 3,850

貸 倒 引 当 金 no 賞 与 引 当 金 37

その他 流動 負 債 4

固 定 資 産 1,275 固 定 負 債 151,861

有 形 固定 資 産 1,111 長 期 借 入 金 115,598

建 物 81 見 積原 価仮 勘 定 35,980

構 築 物 254 退 職給 与 引 当金 255

車輌及 び運搬具 7 役員退職慰労引当金 23

工具器具及び備品 5 その他 固定 負 債 4

土 地 762

負 債 計 218,403

資 本 の 部

無 形 固 定 資 産 2

電 話 加 入 権 2 資 本 金 6,000

欠 損 金 X3,839

投 資 等 161 当期未 処理 損 失 X3,839

投 資有 価 証 券 72 (う ち当期 損 失) (△8)

長 期 貸 付 金 1

差入保証金敷金 62

そ の 他 25 資 本 計 2,160

資 産 合 計 220,564 負債 ・資本合計 220,564

の座談会がもたれたが、「米空軍基地にすればよい。新千歳空港は民軍併用で危険だか ら」 と

いう専門家の意見が飛び出すほど、企業誘致 については悲観的な見方が圧倒 している。

2)ト マ ム リゾ ー トの 夢 と挫 折

1987年 、 リゾ ー ト法(総 合 保 養 地 域 整 備 法)が 成 立。1985年 の 旧 国 鉄 石 勝線 開通 に合 わせて 、

スキ ー場 ・超 豪 華 な ホ テ ル(ホ テル アル フ ァ、36階 建 の ザ ・タ ワ ー な ど)で 通 年 観 光 を狙 った

関兵 精 麦 の リゾ ー ト開 発 は、 日本 で 最 初 に同 法 の 適 用 を 受 けた 。 北 海 道 日高 ・夕 張 山脈 の奥 懐

(占 冠 村)に 、5000hα 、 開発 費 に2000億 円 もの資 本 を投 じて造 成 。
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1996年 に は同 じ関 グ ル ー プが 追 加 的 に ア ル フ ァ コー ポ レー シ ョ ン(AC)と い う会 社 を作 り、

超 豪 華 な宿 泊 施 設(ガ レ リア タ ワ ー ホ テ ル、 ヴ ィ ラス ポ ル ト、 ホ テ ル ア ビ チ等)を800億 円投

じて 作 っ た。 折 悪 し く、 バ ブ ルが は じけ、700億 円 もの 会 員 権 の 在 庫 が 残 っ た 。 ま た 工 事 費 未

払 い分 の 内 、 トマ ム開 発 の メ イ ンゼ ネ コ ンで あ る大 林 組 が160億 円 を 差 し押 さえ た 。 そ の うえ

メ イ ンバ ンクの 拓 銀 が 倒 産 し資 金 繰 りの手 当 が で き な く な り、1601億 円 の 負 債 を 抱 え 込 み 、

1998年 自己 破 産 した(財 界 さ っぽ ろ平 成10年7月 号60-62頁)。

占冠 村 は、1982年 に は財 政 規 模 が8478万 円、 人 口1491人 で あ った が、1998年 に財 政 規 模34.1

億 円 、 人 口1804人 、 と過 疎 と人 口流 出 で 悩 ん で い た村 も人 口が300人 余 増 え 、 財 政 規 模 も4倍

に も膨 らん で いた。 この 限 りで は プ ラ スで あ るが 、 トマ ム リゾ ー ト瓦 解 に よ り、1997年 度 の収

入 の4.3億 円 滞納 、1998年 に は3.4億 円 もの 減 収 に な っ た。 これ に よ り村 の財 政 に 大 きな 穴 が あ

き1998年 はか ろ う じて そ れ まで 蓄 め て い た基 金 を取 り崩 せ るが 、1999年 以 降 は確 実 に大 幅 な

赤字 に転 落 す るの は必 定 で あ る。

トマ ム リゾー トで従 業 員1445人 の う ち村 内 従 業 者 は1125人(社 員428名 、 臨 時697名)と な っ

て お り、 この会 社 の倒 産 は村 の存 亡 に も重 く関 わ って くる。
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Summary

InthispapertheauthoranalysedtheCompehensiveNationalDevopmentPlansofJapan.

StartingwiththeComprehensiveNationalDevelopmentPlan,sofar5comprehensivePlans

havebeenimplemented,includingthe5thdraftone.Intheearlierplansanintroductionofthe

industriesintolessindustrizedareawashighlyemphasized,whichbroughtsuchpublic

nuisancesasairpollution,watercontamination.However,theoilshockdamagedthe

attractionofthefirmsintosucharea.

Towardsalate'70anfomationrevolutionoccured.Planofconstructionofindustrycomplex

socalled"Technopolis"wasputintotheThirdComprehensiveNationalPlan.Thearrivalof

infomationorientedsocietymadeTokyoareaevenmorenotoriouslypolarized;concentration

ofinformationandcentralmanagementfunction,increaseofbillexchange,etc.Herethe

relocationplan'ofCapitalbegandiscussingduetothesolutionofcongetionproblemand

shelterforabigdisasters.Inordertorealizebalanceddevelopmentthegovernment.isnow

tryingtomakepluralnationallanddevelopmentaxisaddedtothepowefulWesternJapanone.

Anywaythesetaskesrequirehugemoneytoachieve.Japanencountersaverysevererecession

broughtbycorruptionof`bubbleeconomy',whichhitsvariouskindofdevelopmentsincluding

gorgeousresortdevelopments,waterfrontdevelopmentseta.


